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「周波数再編成（利用変更・移転）のエコノミクスII
―― 新システム（EMM）による再編成加速の提案」

8. まとめとその他の問題

H. Oniki
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8. まとめとその他の問題

8-1 EMM（5～7節による詳細検討後）に

よる再編成手順

8-2 その他の問題

H. Oniki



図8-1-1： EMM（詳細検討後）による再編成手順 （→） 179

2 （規制当局 新規利用者）0 （規制当局） 2 . （規制当局、新規利用者）

電波新規需要の調査

事前オークション実施

0 .（規制当局）

再編成方針・計画の作成

1a.（規制当局）

供給価格表示対象の指定
「移転」対象の指定

事前オークション実施

需要価格の登録・公表

「移転」対象の指定

1b .（規制当局）
使 料率（ ） 設定使用料率（r）の設定

使用料パラメターの設定
（w(1), w(2), w(3)）

1c . （既存利用者）

供給価格の表示・登録（全帯域）供給価格 表示 登録（全帯域）
（規制当局） 同上公表

1d.（規制当局、既存利用者）

H. Oniki

1d.（規制当局、既存利用者）
電波利用料の支払・収受
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3.（規制当局）
3a 再編成対象ブロックの選定3a. 再編成対象ブロックの選定
3b. 再編成後の新ブロック区分と

同利用目的・方式の決定

4.（規制当局、既存利用者）
5.（規制当局、新規利用者）

オークション実施

補償金額の決定

（1cと3により自動的に決定）

（先物を含む）
新規利用者の決定

落札価格の決定・公表落札価格の決定 公表

6.（規制当局）

再編成実施

（免許終了・新規発行）

落札金額の収受落札金額の収受

補償金額の支払

H. Oniki0, 2 に戻る
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8. まとめとその他の問題

8-1 EMM（5～7節による詳細検討後）に

よる再編成手順

8-2 その他の問題

H. Oniki



8 2 (1) ごね得（h ld ） 投機 供給直前
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8-2 (1) ごね得（hold up）、投機、供給直前
値上げ（かけこみ値上げ）等の防止

(a) 高額の供給価格（ ）を常時表示して、

低効率利用の周波数帯再編成を免れよ

うとする行為の防止：うとする行為の防止：

・ 電波使用料 が高額になることが同電波使用料 が高額になることが同

行為のマイナス誘因として働く

H. Oniki



8 2 (1) ごね得（h ld ） 投機 供給直前
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8-2 (1) ごね得（hold up）、投機、供給直前
値上げ（かけこみ値上げ）等の防止

(b) 再編成の直前になって供給価格（ ）を大

幅に引き上げ、多額の補償金を入手しよう

とする行為の防止とする行為の防止

・ 毎年の供給価格表示について、前年比

増加率に上限規制（たとえば年x％以下）を

課する なお下限規制は課さない（供給価課する。なお下限規制は課さない（供給価

格引き下げは自由）。格引き下げは自由）。

H. Oniki



8 2 (1) ごね得（h ld ） 投機 供給直前

184

8-2 (1) ごね得（hold up）、投機、供給直前
値上げ（かけこみ値上げ）等の防止

(c) 戦略的な位置にある小規模ブロックにつ

いて、近隣の周波数帯に比べて格段に高

額の供給価格を表示し 近隣周波数帯の額の供給価格を表示し、近隣周波数帯の

再編に乗じて多額の補償金を入手しようと

する行為の防止）：（→）

H. Oniki



図8-2-1： 戦略的位置にあるブロックの供給単価
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図8 2 1： 戦略的位置にあるブロックの供給単価

戦略的位 ブ
供給価格（単価）

戦略的位置のブロック C
（高額表示供給価格） 

C

需要価格 

A B D E

ブロック・サイズ

H. Oniki
 

近隣ブロック 



8 2 (1) ごね得（h ld ） 投機 供給直前
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8-2 (1) ごね得（hold up）、投機、供給直前
値上げ（かけこみ値上げ）等の防止

(c) （→）

・ 近隣周波数帯の再編成時に戦略的周

波数帯の再編成をおこなわず 同供給波数帯の再編成をおこなわず、同供給

価格の引き下げを待つ。

H. Oniki
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8-2 (2) 資産税としての電波使用料

• EMMによる「電波使用料（ ）」

・ 自己申告価格（=表示供給価格）に自己申告価格（ 表示供給価格）に

基づく電波資産税に相当する。

H. Oniki
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8-2 (2) 資産税としての電波使用料

• 現行電波利用料収入：

・ 実質上の電波税と看做し 従来方針を実質上の電波税と看做し、従来方針を

継続

・ ただし との重複分は全額控除する・ ただし との重複分は全額控除する

H. Oniki
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図8-2-2： 現行電波利用料とEMMによる「電波使用料（R）」
収入の将来

政府収入 

EMM による使用料収入（R）

現行電波利用料収入現行電波利用料収入

時間
現在

H. Oniki

現在 
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「周波数再編成（利用変更・移転）のエコノミクスII
―― 新システム（EMM）による再編成加速の提案」

9. EMMによる再編成プロセス

H. Oniki
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9. EMMによる再編成プロセス

9-1 EMM下の周波数帯供給と需要

9-2 再編成ブロックの決定9 2 再編成ブロックの決定

9-3 再編成による電波利用効率増大の9-3 再編成による電波利用効率増大の

時間経過

H. Oniki
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9-1 (1) （個別）既存利用者の行動

• 供給価格 の表示

・ の増大→ 使用料負担 の増大

→ 表示供給価格Sの引き下げ

・ の下限

・ ：表示供給価格関数表 供給価格関数

H. Oniki



図9 1 1 （個別）既存利用者の表示供給価格曲線
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図9-1-1： （個別）既存利用者の表示供給価格曲線

S

S S r

S*

r

H. Oniki



9 1 (2) 既存利用者全体による
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9-1 (2) 既存利用者全体による
供給価格の表示

仮定： 周波数帯ブロックが一次元の数で

表示できる（ブロックサイズ）

： 既存利用者数

既存利用者 の供給価格関数n n ： 既存利用者nの供給価格関数、

ただし n n’ （昇順）

H. Oniki



9 1 (2) 既存利用者全体による
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9-1 (2) 既存利用者全体による
供給価格の表示

n ：既存利用者 の 低供給価格、

n：既存利用者 のブロックサイズ、

：既存利用者 の供給単価n n n n：既存利用者 の供給単価

関数、

n n n：既存利用者 の 低供給単価、

n： ブロックサイズの合計n ブ ックサイズの合計

H. Oniki



図9-1-2： 供給単価（N=5の場合）
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図9 1 2： 供給単価（N 5の場合）

s

表示供給単価 sn r

s

最低供給単価 *
s2 r
s1 r

最低供給単価 sn*

s2*
s1*

ブロック・サイズ b
b1 b2 b3 b4 b5  b 

H. Oniki
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9-1 (3) 既存利用者全体の供給単価関数

：

： ブロックサイズ

供給単価の昇順に合計・計測する

例： の変動によってブロック昇順が

変動しないことを前提変動しないことを前提

： 利用料率： 利用料率
H. Oniki
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9-1 (3) 既存利用者全体の供給単価関数

の増大 の下方シフト

： 低供給単価関数

H. Oniki



図9-1-3： 既存利用者全体の供給単価関数s(b, r)
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図9 1 3： 既存利用者全体の供給単価関数s(b, r)

s b,	r1
s

r1 r2

s b r2s b,	r2

s* b

b
b

H. Oniki
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9-1 (4) 周波数帯の需要単価関数：

：

・ 再編成の可能性がある一部の周波数帯

について政府が事前オークションについて政府が事前オークション

（forward auction）を実施

・ 落札結果から を算出

（→）

H. Oniki
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9-1 (4) 周波数帯の需要単価関数：

：

・ 仮定：各周波数帯の事前オークション

落札単価が 高需要単価に等しい：落札単価が 高需要単価に等しい：

・ は与えられた について定められる

が、 が の減少関数となる理由は

無い。無い。
H. Oniki



図9-1-4： 周波数帯の需要単価関数
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図9 1 4： 周波数帯の需要単価関数

d	

d bd b

b
b

H. Oniki

b
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9. EMMによる再編成プロセス

9-1 EMM下の周波数帯供給と需要

9-2 再編成ブロックの決定9 2 再編成ブロックの決定

9-3 再編成による電波利用効率増大の9-3 再編成による電波利用効率増大の

時間経過

H. Oniki
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9-2 再編成ブロックの決定

再編成の条件：

需要単価 が供給単価 を

上回ること

ただし はその時点で与えられた

使用料率使用料率

H. Oniki



9-2 再編成ブロックの決定 （→）
205

再編成 ック 決定 （ ）

：

に対応して再編成される周波数帯

： 周波数 における補償金額単価： 周波数 における補償金額単価

： 周波数 における既存事業者の
「余剰」単価

（ ）
「余剰」単価

： 周波数 における落札金額単価

： 新規利用者への余剰はゼロ

周波数 における政府： 周波数 における政府
オークション収入マイナス
補償金支出（政府余剰単価）
H. Oniki

補償金支出（政府余剰単価）
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9-2 再編成ブロックの決定

1 政府余剰の合計

B ：

既存事業者余剰の合計2

B ：
既存事業者余剰の合計

1 2 ：
総余剰（ 再編成配当、

）

： 再編成によって生じた周波数帯
利用にかかる所得の増加利用にかかる所得の増加

電波利用効率増大の表現

H. Oniki
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9-2 再編成ブロックの決定

＜図9-2-1＞はBが2箇所生ずる例：

・ 1 2

・ 1 1 11 12

・ 2 2 21 222 2 21 22

H. Oniki



図9-2-1： 再編成周波数帯の決定
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図9 2 1： 再編成周波数帯の決定

s,	d	

d b

s r, b

∆Y12

∆Y22	
s* b

∆Y12	

∆Y11	

∆Y21

b0

H. Oniki
B1	 bB2	 b*
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9. EMMによる再編成プロセス

9-1 EMM下の周波数帯供給と需要

9-2 再編成ブロックの決定9 2 再編成ブロックの決定

9-3 再編成による電波利用効率増大の9-3 再編成による電波利用効率増大の

時間経過

H. Oniki
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9-3 (1) EMMの導入

• 利用料率 の設定

・ 当初はゼロ水準

・ 以降漸次的に増大

・ はEMM無効化のケース効

H. Oniki
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9-3 (2) 長期的な周波数帯効率の改善

• 適配分への接近

• 周波数帯レント合計 による効率表現

・ 技術進歩ない場合（定常状態）

＜図 ＞＜図9-3-1＞

・ 技術進歩ある場合・ 技術進歩ある場合

＜図9-3-2＞
H. Oniki



図9-3-1： 周波数帯レント合計Y(t)の経路
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図 周波数帯 ン 合計 ( ) 経路
（技術進歩ない場合―定常状態への接近）

Y	

Y*

Y 0

∆YY r .

r t ≡0 ケース  

t

Y

H. Oniki
t0 

t



図9-3-2： 周波数帯レント合計Y(t)の経路
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図 周波数帯 ン 合計 ( ) 経路
（技術進歩ある場合―均衡成長経路の追跡）

Y	

Y**

Y*
Y r .

∆Y Y 0 r t ≡0 ケース  

t

Y

H. Oniki

t0 
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「周波数再編成（利用変更・移転）のエコノミクスII
―― 新システム（EMM）による再編成加速の提案」

10. あとがき
電波利用のパラダイム――電波利用のパラダイム

H. Oniki
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10 (1) 従来の（暗黙）パラダイム：

(i) 電波は自然資源。供給に余剰あるため、

技術的規律を守るかぎり先着順にかつ自

由に利用できる。

H. Oniki
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10 (1) 従来の（暗黙）パラダイム：

(ii) 電波が稀少化しても既存利用者の免許

は既得権益として継続する。その結果、電

波利用のための投資（埋没費用）は保護さ

れ、加えて（ローカル）独占利益も入手でき

るる。

H. Oniki
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10 (2) EMMによる新しいパラダイム：

• 「電波に関する権利義務章典（bill of rights 
and responsibilities with spectrum 
resources）」resources）」

(i) 電波は稀少な自然資源であり 国民すべて(i) 電波は稀少な自然資源であり、国民すべて

の共有財産であるの共有財産である。

H. Oniki
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10 (2) 「電波に関する権利義務章典」

(ii) 電波を利用する（排他的であるか否かを

問わず）権利は、利用者が国民から一時的

に与えられたものである。

H. Oniki
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10 (2) 「電波に関する権利義務章典」

(iii) 電波の利用者は国民（政府が代表、以

下同じ）に対して使用代価（電波使用料）を

支払う義務を負う。

H. Oniki
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10 (2) 「電波に関する権利義務章典」

(iv) 電波の既存利用者は、再編を求められる

まで期限を定めることなく電波を利用する権

利がある。他方、再編を求められた場合は、

適切な補償を受けた上で電波利用権を国民

に返却しなければならない （ ）に返却しなければならない。（→）

H. Oniki
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10 (2) 「電波に関する権利義務章典」

(iv) （→） 補償金額は電波利用者が自ら設

定するが、設定金額に比例する金額を上記

（iii）に定める電波使用料（の一部）として国

民に支払わなければならない。

H. Oniki
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10 (3) 土地資源との比較

• 土地

プ生産手段として使われた長い歴史のプロセ

スから「私有財産」制度が成立し これが継続スから「私有財産」制度が成立し、これが継続

している。その結果土地への投資は保護され、

独占利益も入手できる。土地取引のための市

場メカニズムが成立 例外的に「土地強制収場メカニズムが成立。例外的に「土地強制収

用」がある。

H. Oniki
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10 (3) 土地資源との比較

• 電波

比較的短期間のうちに利用が急増して稀少

資源化した。技術進歩が急速なため再編成資源化した。技術進歩が急速なため再編成

の必要が高いことからこれを私有財産とせず、

「国民共有財産のユーザに対する不定期利

用権（上記（1）（b）を参照）」を認めることが有用権（上記（1）（b）を参照）」を認めることが有

利であり、そのためにEMMを提案する。

H. Oniki
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